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インナー＆アウタータイプ 

腹圧効果、骨盤補強効果で腰への負担を軽減。高い運動性と 
快適性。スーパーリリーフは、かさばらない肌着感覚のイン 
ナータイプで制菌効果・遠赤効果のある素材使用。 
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●旧国鉄アスベスト損害賠償裁判提訴！ 
　10万人の元労働者への注意を喚起 
●N汽船元船員、アスベスト被害で 
　退職22年後、死亡7年後に認定 
●船会社を転々、難しいアスベストばく露の確認 
●アスベスト報道ダイジェスト2007年2月 
●同じ使用者の下で働く労働者の莫大な格差 
　地方自治体の非常勤職員の場合 
●頸肩腕障害をはじめとした上肢障害認定マニュアルのご案内 
●前線から（ニュース） 

表紙／旧国鉄アスベスト損賠裁判提訴記者会見　１月２９日 
（左より古川弁護士、原告の大前麻衣さん、今給黎弁護士） 

2月の新聞記事から／１９   
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豊中市　労働者災害補償保険法の適用を受け
る職員の公務災害等に伴う休業補償等に関す
る条例（公布　平成9.4.1）

（目的）
第1条　この条例は，労働者災害補償保険法（昭和
22年法律第50号。以下「法」という。）の適用に当
たり，職員の公務災害又は通勤災害に対する休業補
償に関することを定めるとともに，その他職員の補
償又は福祉事業に関して必要な事項を定めることを
目的とする。
（定義）
第2条　この条例において，次の各号に掲げる用語
の意義は，当該各号に定めるところによる。
(1)　職員　地方公務員災害補償法（昭和42年法
律第121号）第2条第1項に規定する職員以外の
職員であつて法の適用を受ける者をいう。
(2)　公務災害　法第7条第1項第1号に規定する
業務災害をいう。
(3)　通勤災害　法第7条第1項第2号に規定する
通勤災害をいう。

（休業補償等の実施）
第3条　この条例による公務災害又は通勤災害に対
する休業補償その他の補償又は福祉事業（以下「休
業補償等」という。）の実施については，休業補償等
を受けようとする者の請求に基づいて任命権者が行
う。
（休業補償）
第4条　職員が公務災害又は通勤災害により負傷し，
又は疾病にかかり，療養のため勤務その他の業務に
従事することができない場合において，給与その他
の収入を得ることができないときは，その収入を得
ることができない期間につき，法第12条の8第1項
第2号の休業補償給付又は法第21条第2号の休業給
付及び労働者災害補償保険特別支給金支給規則（昭
和49年労働省令第30号）第2条第1号の休業特別支

給金として支給を受けた額が，次の各号に掲げる職
員の区分に応じ，当該各号に定める額に満たないと
きは，その満たない額に相当する額を，休業補償と
して支給する。
(1)　その報酬又は給与（以下この号において「報
酬等」という。）が月額又は日額で定められてい
る職員　勤務することができない期間において減
額された報酬等の額に相当する額
(2)　前号に掲げる職員以外の職員　議会の議員そ
の他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例
（昭和43年豊中市条例第19号）第6条第2号の休
業補償及び議会の議員その他非常勤の職員の公務
災害補償等に関する条例施行規則（昭和49年豊
中市規則第22号）第18条第6号に規定する休業
援護金として算定される額に相当する額
（この条例に定めがない事項）
第5条　前条に定めるもののほか，休業補償等（前
条第2号に規定する休業援護金を除く。以下この条
において同じ。）の種類及び内容に関し必要な事項に
ついては，議会の議員その他非常勤の職員の公務災
害補償等に関する条例の例による。ただし，当該休
業補償等と同種の法による保険給付又は労働福祉事
業の適用を受けたときは，これらの適用を受けた範
囲を限度として休業補償等を行わない。
（請求）
第6条　前2条に規定する休業補償等を受けようと
する者は，市長が別に定める請求書を，任命権者に
提出しなければならない。
（支給の決定）
第7条　任命権者は，前条の請求書を受理したとき
は，速やかに審査し，支給の可否の決定を行い，そ
の旨を当該請求を行つた者に通知しなければならな
い。
（委任）
第8条　この条例の施行に関し必要な事項は，市長
が別に定める。
附　則
1　この条例は，公布の日から施行する。
2　この条例の規定は，この条例の施行の日以後に
生じた公務災害又は通勤災害に係る休業補償
等について適用する。
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